
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２２年（令和４年）１０月発行  第６号 

★令和３年度一般会計・特別会計決算を認定 

公明党立川第５支部 広報紙 

令和 4年第 3回定例会が 9月 6日から 9月 30日までの会期で開催

されました。今定例会では、市長提出の補正予算案等 25件の議案が

可決・承認・同意されました。また、令和 3 年度立川市一般会計歳入

歳出決算及び 5 つの特別会計決算、水道事業会計決算を審議する決

算特別委員会が設置され認定されました。 

令和 4年度一般会計補正予算では、燃料価

格高騰等により著しい影響を受けている

交通事業者、農業従事者への市独自の支援

金や、高熱費や食料品の価格高騰に対する

国の低所得者への緊急支援金、東京都の高

齢者インフルエンザ予防接種費用の無料

化等の予算が計上されました。 

高口やすひこが、市議会副議長に就任 

本年 6月 19日、立川市議会議会議員選挙の投開 

票が行われました。高口やすひこは 5期目の当選 

を果たし、7月 21日に行われた令和 4年第 1回立 

川市議会臨時会において、第 68代副議長に就任 

しました。 

※なお立川市議会にあっては、議長・副議長・監 

査委員は、職務上から本会議の一般質問を見合わ 

すこととなっています。所属委員会の所管質問は 

行えます。 

また、高校生年代を対象とする医療費助成に関する条例、学校給食費を公会計

とする新規条例も可決されました。 



 

  

＜答弁＞ 今後、補助金を活用したデイサービスに対する支援について、他市の状況や

利用者のニーズも含め、医療的ケア児への支援の在り方など全体の議論の中

で考えていきたい。（障がい福祉課長） 

★医療的ケア児等の放課後等支援について、都の支援事業を活用すべき 

＜答弁＞ 未申請者の中には、ひとり暮らしで家族の支援が得られない方等も想定され

る。今後、事業者等に協力して頂くよう依頼するとともに、介護保険事業者

連絡会等においても周知していく。（介護保険課長） 

★高額介護サービス費について、申請忘れが無いよう、介護保険施設・事業者の方に 

協力依頼をすべき 

新型コロナウィルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行が

懸念されることから、原則 65歳以上の方を対象とするインフルエ

ンザ定期予防接種が、今年度は無料で接種できます。都議会公明

党が 8 月に都知事宛に要望し、都が実施主体の市へ補助金を交付

して実現しました。 

立川市の新たな情報提供ツール「立川市公

式 LINE」の運用が 10月 5日から開始されま

した。年齢などの受信設定をすると、ニーズ

に沿った情報が配信されます。公明党市議

団は、特に災害時の市民への情報提供手段

の拡充を訴えていました。 

育児・介護休業法の改正により、男

性の育児休業が取得しやすくなりま

す。赤ちゃんが生まれた直後に、父

親が柔軟に育児休業（育休）を取得

できるようにするためで、“男性版産

休”とも呼ばれています。今回の改

正法は公明党のリードで実現したも

ので、男性の育児参加を一層促すこ

とが目的です。 



  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「高口やすひこ」まで何でもお気軽にご相談下さい！ 

◆市議会副議長 厚生産業委員会 公明党立川総支部副総支部長 

公明党立川総支部 発行 

 

《公明党無料法律相談》 

・毎週水曜日（第５週を除く）14 時から 

・立川市錦町 1-4-4 立川ｻﾆｰﾊｲﾂ 301 

＊予約制です。 

facebook twitter LINE Ameba 

公明党は 9 月 25 日、都内で第 14 回全国大会を開催し、2 年後の結党 60 年をめざし、党

勢拡大にまい進する決意を新たに勇躍出発しました。党代表に再任された山口那津男代

表は「決意を新たに党勢拡大に向け地域へ、現場へ勢いよく打って出よう」と呼び掛け、

石井啓一幹事長、高木陽介政務調査会長ら本部役員が指名・承認されました。 

公明党市議団は一般質問で、23区や多摩の一部の市で、小中学生の医療費助成について、

所得制限や自己負担も撤廃されていることを挙げ、子どもに関する医療費助成は、所得制

限・自己負担を撤廃すべきと求めました。市側は、事業全体の見直しの検討を進め、令和

5 年 10 月 1 日の医療証更新時期に合わせて、所得制限・自己負担の撤廃に向けて詳細を

まとめると、答弁しました。 


